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序　　　文

ヴィエトナム政府は昭和 61 年より「ドイモイ（刷新）」路線を打ち出し、市場経済原理の導入や

これに伴う様々な経済的、社会的変化を遂げてきました。

このような状況下で、保健・医療分野においては医療サービスの質の向上及び医療サービスの

ネットワークの拡大が重要課題とされており、同国にとって大きな課題の一つである地域間格差

の解消の観点からも、これらの動きに対し日本からの支援が求められています。

この中で、人口・リプロダクティブヘルス分野についての同国の現状は、低所得国であるにも

かかわらず、少ない予算で全国民をカバーする効率的な保健医療政策が行われてきたため、乳児

死亡率は 32.6（平成 7 年）、妊産婦死亡率は 10 万前後と、保健指標は開発途上国の中では、中位に

位置しています。しかしながら、医療従事者が十分な訓練を受けていないため、妊産婦のケアを

行うにあたり必要な知識、技術レベルに達していない状況にありました。

上記を背景に、ヴィエトナムの中でも特に貧困で、助産婦数が少ない北中部のゲアン省をモデ

ル地域として、妊産婦ケアにかかわる保健行政の強化及び村でのサービスの向上を図ることを目

的とする内容のプロジェクト方式技術協力を、平成 9 年 6 月 1 日から 3 年間の予定で実施中です。

国際協力事業団（JICA）は、本プロジェクトの協力期間終了を平成 12 年 3 月に控え、これまで

の協力による技術移転状況を評価し、協力終了後の対応方針について提言を行うべく、平成 11 年

12 月 14 日から 12 月 28 日まで日本思春期学会 副理事長 玉田太朗氏を団長とする終了時評価調査

団を派遣し、合同評価報告書及びミニッツの署名交換を行いました。

本報告書は、協議の結果合意に至った評価内容を取りまとめたものです。

ここに、これらの調査にあたり、ご協力を賜りました関係各位に対し、深甚なる謝意を表する

とともに、今後ともご指導、ご支援を賜りますようお願い申し上げます。

　平成 12 年 2 月

国 際 協力事業団　　

理事　阿 部 英 樹　　
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1 － 4　主要面談者

〈ヴィエトナム側〉

（1） 保健省（MOH）

Trinh Bang Hop　 国際協力局長

（2） 計画投資省（MPI）

Ho Minh Chien　 労働文化社会問題局次長

Nguyen Xuan Tien　 対外経済関係局シニア専門官

Nouyen Thi Hong Le　 専門官

Dinh Thi Tu　 人口専門官

（3）ゲアン省人民委員会

Nguyen Thi Han 副委員長

（4）ゲアン省保健局

Pham Ung 局長

Bui Thi Thien 副局長（産婦人科）

（5） ゲアン省MCH ／ FP センター

Do Thi Mui 所長（産婦人科）

Tran Quang Phong 計画課長（産婦人科）

（6） ゲアン省女性連合

Nguyen Thi Chau　 会長

〈日本側〉

（1） JICA ヴィエトナムRH プロジェクト

勝部まゆみ チームリーダー

渡辺　一代 専門家（助産婦）

岩柳　信也 調整員
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第 3 章　評価結果

3 － 1　効率性

全般的にはプロジェクト活動は短期間の間に効率的に実施されたと考えられる。効率性を高め

た要因として以下の点が考えられる。

1） コアとなるDHC、CHC などの保健医療施設、行政や予算措置をつかさどる人民委員会、女

性や一般大衆への直接的な活動を担う女性連合の三者の連携が極めて効果的な相乗効果をも

たらした。

2） 短期専門家と本邦研修コースの効果的活用により人材育成が効率よく行われた。

3） 予算の 59％をコミューンレベルに振り分け、現場レベル重視を徹底している。

4） 日本側の多様な予算の活用による財源の確保により十分かつ柔軟な予算配置ができた。

5） JOICFP が本プロジェクト開始以前から培ってきた人のつながりや経験がプロジェクトの実

施にも有効に活用された。

一方、活動が効率的に行われたにもかかわらず、成果を 100％達成するには至らなかった原因と

して、以下の点があげられる。

1）ゲアン省母子保健・家族計画センターの人材不足。

2） 244 コミューンのCHC スタッフの訓練後のフォローアップ体制は、省レベルのカウンター

パート 1 名と専門家 1 名が中心となって行われていたが、対象コミューン数に比べ先方の人材

投入が少なかったと考えられる。

3）プロジェクト期間が 3 年間という短期間であり、更に日本人専門家の派遣が予定より約 5 か

月遅れたため、実質的な活動期間が非常に短かったことにもかかわらず、成果や目標に CHC

や DHC の機能改善という一定の成果を出すために、時間を要する項目が含まれていたこと。

3 － 2　目標達成度

八つあるプロジェクト目標の指標の中での優先順位は、MCH ／ FP センター長とのインタビュー

によれば、次のとおりであった。

1） 妊娠期間中の平均検診回数の増加（指標 1）

2） 妊娠期間中に検診を受ける妊婦の割合の増加（指標 2）

3） CHC での出産する割合の増加（指標 3）

4） 破傷風予防注射を 2 回受ける妊婦の割合の増加（指標 6）

5） 中絶・MR の件数の減少（指標 7）
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6） 婦人病検診を受ける女性の数の増加（指標 4）

7） 避妊具使用率の序章（指標 8）

8） CBR の減少（指標5）

データの信頼性に問題があるものの、2 － 1（2）で示したように終了時までに目標の達成が期待

されるものは指標 1、4、5、8（優先順位では 1、6、7、8）である。他のものも目標の数値までは

至っていないが顕著な効果が見られた。ただし、指標の目標数値を達成した項目は優先順位の 1、

4、5、8 にあたるものであり、優先順位の高い項目の達成度が低い傾向が見られる。また、達成度

は郡によってばらつきがある。

これらのことを総合的に判断して、ワークショップではプロジェクト目標の達成度の総合判定

を「目標に向けて顕著な改善が見られたが、設定した目標の達成までには至っておらず、プロジェ

クト終了時点までに達成することも極めて困難である」とすることで合意に至った。

さらに、ここで使用された統計データの信頼性の問題も指摘され、ワークショップ参加者の間

で共通認識であることが確認された。

合同評価ワークショップでのCHC の保健スタッフとのグループディスカッションでは、参加者

のすべてのCHC において、女性連合による IEC とプロジェクトによる施設・機材の整備によって

一般住民の間の女性の健康に対する認識の向上とCHC に対する良いイメージ（清潔で設備が整っ

ており、優秀な助産婦がいる）の定着が進んでいること、これによって実際に CHC を訪れる妊産

婦の数（妊産婦 1 人当りの妊婦健診の回数と妊婦健診を受けた妊産婦の数）は確実に増えている、

という情報が得られた。

郡レベル、省レベルの統計データについては信頼性の問題があり、上記のような改善の現状が

どの程度数値に反映されているのかは評価調査の中では判定できないが、現場レベルでの変化、し

かもプロジェクトの直接の効果による変化は確実に起こっているといえる。

3 － 3　インパクト

（1） 上位目標に対するインパクト

省全体の上位目標に関する指標（妊産婦死亡率）は信頼性に疑問があり、判定することは

困難である。しかしながら、対象 8 郡での改善が省全体の統計指標を押し上げたという可能

性がある。一方、プロジェクトに対する注目度は高く、プロジェクトが活用した技術が、他

郡でも取り入れられている例があるなど、本プロジェクトの活動が将来的に周辺地域を巻き

込んで省全体に普及される可能性が高まっているといえる。



─ 11 ─

（2） その他のインパクト

上に述べたように、本プロジェクトで採用した技術を対象地域以外の省・郡が取り入れる

などの技術的な面でプロジェクトへの波及効果が見られた。また、省がお互いの母子保健・

家族計画センターを評価しあう省間評価では最高得点を獲得し、ゲアン省ではこのセンター

の貢献を国として認識するよう保健省に推薦しているなど、対外的な影響は小さくない。

また、本来であればプロジェクトの直接的な目的であるため「効果」とはいえないが、IEC

の改善・強化による住民の意識の変化には特筆すべきものがある。プロジェクト期間中に促

進された女性連合による IEC 活動によって、男性を含む一般社会の中で女性の健康問題に対

する意識が大きく変わってきていることも注目に値するといえよう。

3 － 4　妥当性

（1） 上位政策との整合性

保健省の政策の焦点として 5 か年計画〈Five Year Action Plan for Health Protection

（1996 － 2000）〉では、母子保健・家族計画に重点が置かれており、その具体的内容として、

CHC の人材及び施設の強化、コミューンレベルでの妊婦相談、保健従事者の立ち会いの出産

の促進、家族計画の促進、DHC の改善、郡のモバイルチームの強化などが含まれており、本

プロジェクトの内容と整合性が取れている。

ただし、この 5 か年計画では家族計画をより優先課題としており、国からの予算配分も家

族計画のための予算項目が設定されている。しかし、安全な出産などを含む母子保健の分野

には予算項目の設定がなく、計画としての整合性はあるが予算措置が現時点では完了してい

ないことは今後の課題である。

（2） 受益者ニーズの視点からの妥当性

本プロジェクトは期間中にコミューンレベルで住民を対象にした PCM ワークショップを

行っているが（1998 年 3 月）、その結果では、住民の関心の中心は妊娠回数の減少にあり、「安

全なお産」に対するニーズは見えてこない。また同時期に女性を対象にして「安全なお産」を

主なテーマとしたニーズアセスメントを行っているが、ここではCHC の改善（清潔さ、機材

の整備など）が CHC での出産を促進するうえでの鍵であることを明らかにしている。

この点については、国家をあげての家族計画キャンペーンにより、家族計画の政策が功を

奏したものの、他面、他の問題への住民の意識づけが阻害されている可能性が示唆される。

先述した女性連合により IEC の結果として、男性を含む住民一般に女性の健康と安全なお産

に対する認識が高まっていることを考えれば、女性自らが、安全なお産のニーズを認識する

ための IEC を更に継続することが必要である。
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また、統計的には妊産婦死亡が近年はほとんどないことになっているが、出産時の死亡件

数だけを妊産婦死亡として数えている可能性がある。今後とも慎重に調査していくべき問題

である。

（3） プロジェクト計画（論理的構造など）の妥当性

本プロジェクトは、ゲアン省を直接のカウンターパートとしていたが、全般的に保健省は

協力的であり、問題はなかった。保健省の関与がまた、当該分野での日本のNGO の草分け

である JOICFP との連携という国内実施体制は極めて妥当であった。JOICFP では国内に本

プロジェクトの支援室を設置し、供与機材の選定、カウンターパート研修のプログラム作成、

短期専門家の選定などプロジェクト実施上の重要な役割を果たした。

達成度の項でも述べたように、短期間で効率的かつ効果的に活動が実施されているにもか

かわらず、達成度が必ずしも適切に指標に現れてきていない。PDM の内容のうち、「投入」を

含む「プロジェクトの要約」の部分は適切に構成されているが、「指標」の設定に問題があっ

たといえる。さらに、プロジェクトのモニタリング体制（定期的な関係者間の会議など）が

一応確立されていたにもかかわらず、この指標の設定の問題点を最後まで放置してしまった

という点から考えると、プロジェクト運営において、活動計画あるいは暫定実施計画（TSI）

をより重視し、PDM があまり活用されていなかった可能性が指摘できる。

3 － 5　自立発展性

（1） プロジェクト終了後に継続の必要な活動

本プロジェクトによって開始された活動のほとんどは、今後ともヴィエトナム側自身に

よって継続されることが望ましい。対象地域でのCHC の施設改善や機材整備については、今

後省内の他の地域で行われるべきであろう。また長期的には更新も必要である。一方、CHC

スタッフの再訓練やモバイルチームの強化、プロジェクトマネージメント能力の向上のため

の職員の訓練などのソフト面の活動は、対象地域内でも実施が望まれる。

現在のプロジェクト実施体制が、これらの活動項目などを自立発展的に継続していけるか

どうかを、財務的視点、組織的視点、及び技術的視点から以下に分析する。

（2） 財務的自立発展性

現在、保健セクターの国家予算が母子保健より家族計画を優先して配分されており、ゲア

ン省の母子保健のための予算の 50％を国に依存している。これらの状況は今後とも変わらな

いと考えられ、楽観視できない状況にある。本プロジェクト期間中のヴィエトナム側の予算

配分への努力は特筆すべきものであるが（事業費の 24％を負担）、日本の協力がなくなった
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後の財務的持続性の確保には程遠い状況にある。さらに、プロジェクトの実施体制の中での

DHC の役割は極めて大きく、その活動に必要な予算は郡で独自に調達する必要があることも

状況を更に困難にしている。

一方、コミューンレベルでは、プロジェクトの IEC 活動を通して、住民の母子保健や安全

なお産に対する意識が大きく向上しており、CHC 施設の改修などのための自発的な募金を募

るのに好ましい環境が生まれてきている。

（3） 組織的自立発展性

プロジェクトの実施期間中のMCH ／ FP センター、DHC、CHC の人事異動は問題となる

ほど頻繁ではなく、それぞれの機関でのスタッフの定着度は比較的良い。特に、CHC のス

タッフとのグループインタビューを通して、彼女たちの仕事に対するコミットメントの高さ

が印象的であった。

しかしながら、MCH ／ FP センターのプロジェクト運営にあたる職員を安定的に確保でき

なかったため、センターのマネージメント能力の向上は 100 パーセントの達成度に至らな

かった。異動の理由は保健省への異動や長期研修のためであり、MCH ／ FP センター自身も

プロジェクト対象地域のDHC からマネージメントスタッフを引き抜いており、絶対的に人

材が不足している状況ではある程度やむをえないことと理解すべきであろう。この問題は合

同評価ワークショップの中でも議論され、ヴィエトナム側もこの問題を十分に認識している

ことから、今後はこのような問題が深刻な形で現れる可能性は低くなると期待できる。

MCH ／ FP センターの管理能力は既に述べてきたように、特に計画立案能力とプロジェク

トモニタリング能力の分野において改善の余地が大きい。

このほか、厳密な意味での組織的自立発展性ではないが、プロジェクト活動を今後継続し

ていくうえで指摘しておくべき点がある。それは住民の意識の変化である。インパクトの項

などで述べたが、プロジェクトの IEC 活動により住民の間では女性の健康に対する意識は確

実に高まっており、またプロジェクトによる CHC のハード面の改善によりコミューンの住

民のCHC に対する考え方も大きく変わってきている。これらの社会的変化（社会的な受容性

の高まり）はプロジェクト活動を継続していくうえで、更にその活動が効果的に成果を達成

するために極めて重要である。

（4） 技術的自立発展性

プロジェクトの期間を通して、プロジェクトが対象としたすべての分野において一定の技

術的改善が見られた。しかしながら、CHC スタッフの巡回指導やDHC のモバイルチームへ

の技術指導は今後も継続的に実施されなければならない。
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ヴィエトナム側が独自に技術改善を推進可能な機能として、センター内研修や職員セミ

ナー、CHC 助産婦の定期会合、更にはMCH ／ FP センターでの職員向けの英語研修の実施

など、内部あるいは関連機関間の情報共有や技術向上機会の創出のための制度がMCH ／ FP

センターからコミューンレベルまで整備されてきていることは評価すべき事実であり、日本

側から移転された技術が将来的に普及していく、あるいは更に発展していくために必要な体

制が整いつつあるといえる。
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第 4 章　総括

4 － 1　総括

今回、本プロジェクトを遂行したヴィエトナム側の関係者〔資料（P.123 ～ 124）参照〕と、それ

ぞれ 1 ～ 3 時間のミーティングを持った。現場での実践及び評価を聞き、本プロジェクト実施地

区でリプロダクティブ・ヘルスの顕著な改善が達成されつつあることが認められた。

成果並びに問題点を要約すると、以下の 3 点となる。

（1） コミューン・ヘルス・センター（以下CHC）における周産期サービスの向上が達成された。

スタッフに対する助産並びに健康指導に関する教育が浸透し、スタッフの質が改善された。

これが分娩台、消毒器具などの整備と相まってCHC におけるサービスの向上をもたらし、地

域住民の信頼を得た。その結果、CHC における分娩数と妊婦健診数の増加、自宅分娩の減少、

さらに一部の地域では母体死亡がゼロとなり、また、周産期死亡・未熟児出生が減るなどの

成果が散発的ではあるが報告された。

近い将来、これが母子衛生統計の改善として、明白に示されることを期待したい。また、

プロジェクトに参加していない地区の要員教育や機器整備が、遅れたままの状態にあると聞

いたが、本プロジェクトを参考に行政的に効果的な対策が講じられることが望まれる。

（2） リプロダクティブ・ヘルスのシステム化に関する端緒が開かれた。

MCH ／ FP センターの整備、運営管理、並びにDHC、CHC との連携についても、関係者

の意識及び能力の向上が果たされた。期間中、一部に要員の不足が見られたが、母子保健並

びに周産期医療の改善には、そのシステム化が必須であるので、今後は、これが予算措置な

どの裏づけを得て、恒常的なものとなることが期待される。

（3） 母性の尊重あるいはリプロダクティブ・ヘルスの重要性が男性や舅・姑の世代にまで浸透

しはじめた。

プロジェクト開始後、わずか 1 年余りでこのような意識改革が起こりつつあることは驚嘆

に値する。この方向への発展が周産期のみならず、小児・思春期から更年期に至る女性保健

の改善に向かい、女性のエンパワーメントが達成されることが期待される。

このためには、若年層から老年期に至る妊娠、避妊方法、人工妊娠中絶、不妊、性感染症、

性器・乳房腫瘍とその健診体制などに関するデータが必要であろう。
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いずれにせよ、本プロジェクトは短期間に上述のような数々の成果をあげた。同じプロジェク

トを日本国内で展開しても、これだけの成果があげられるとは思えない。かねて地域に入り込み、

住民の信頼を得ていたNGO である JOICFP の活動に加え、JICA により機材供与、専門家派遣、カ

ウンターパート研修の三者がきめ細かく実施されたことなどがこのような成果に結びついたもの

と高く評価できる。

上記のそれぞれの項目について、今後改善が望まれる事項を付記したが、これらについても、効

果的な協力が提供されることを期待したい。

次項以下に上記要約の根拠となったミーティングにおける聞き取りや視察のデータを述べる。

（4）コミューン・ヘルス・センター（CHC）に見られた改善点

1）CHC における使用水の改善：前回の調査時に訪れた数箇所のCHC では、浅い井戸から、ネ

ズミ色をした水を汲み上げ、そのまま手洗いや機器の洗浄に用いていた。排泄物の汚染を防

ぐため井戸は深く掘り浅い部分は護壁を作る必要があり、また、井戸水を煮沸などで消毒す

る必要性を指摘しておいた。今回訪問した 2 か所のCHC では、井戸にコンクリートのふたを

し、パイプで揚水し、しかも煮沸消毒して洗浄に用いているというように顕著な改善が見ら

れた。水は良い医療のために必須のインフラストラクチャーである。それがこのように迅速

に改善されたことは、他の面でもヴィエトナム側が真剣に迅速に対処する可能性を示唆する

と考えられよう。

2）CHC のスタッフに対する助産教育の浸透

訪問したCHC の機器整備状況や、7 箇所のCHC 中級助産婦とのミーティングから、青木

康子氏（助産婦教育）による助産婦教育及び渡辺一代氏（助産婦）による各CHC へのフォロー

アップ・モニタリングの効果が非常に大きかったことが明らかとなった。現状では、むしろ

日本側の指導者に過度に依存的であることが問題のように感じられた。ヴィエトナム側で指

導体制が確立されなければならないだろう。

3）CHC における助産及び母子保健活動の活性化

前記の教育を受けた助産婦たちは、妊婦健診及び助産の質を高めるとともに、夫に対する

健康教育も行い、リプロダクション（生殖）が女性にとっていかに難事であるか、男性の意

識改革も果たしつつあるという。また、CHC で出産したある妊婦の姑は、「このように清潔

な所でなら、もう一度子供を生みたい」ともらしたというが、これはCHC における分娩及び

保健指導に対する住民の信頼感を象徴する言葉であろう。実際、上記 7 箇所の CHC の助産

婦からの聞き取りによると、各 CHC における分娩数が増え、これに伴って妊婦健診数も増

えているという。また、自宅分娩が減り、自宅分娩数が 0 になったコミューンもある。多い

ところなどでも 30％程度と減少し、予定の成果があがっている。プロジェクト開始後、母体
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死亡は 7 箇所の CHC では、起きていない。これらの活動が相まって近い将来、周産期指標

が改善され、ひいてはリプロダクティブ・ヘルスの改善がもたらされることは確実であろう。

4）今後のCHC スタッフ教育の方向

CHC に限らないが、プライマリー・ケアレベルの産科施設の第一の役割は、ハイリスク妊

婦の早期発見である。ハイリスク及び異常の早期発見のための教育が指向されるべきであろ

う。現場の中級助産婦からも、このような要望が聞かれた。

（5） 行政側から見た本プロジェクトの負担、評価及び今後の希望

ゲアン省人民委員会は本プロジェクトの開始にあたり、MCH ／ FC 内で建物の新築、機材

輸送のための予算を迅速に処理し実行した。これは、省当局の熱意を示すものであった。

今回、4 郡の人民委員会の代表者と会合を持ったが、各郡の人民委員会は毎月 1 回、本プ

ロジェクトのためのワークショップ（全体会議）を持ち、さらにそのほか業種別の会議もあ

り、かなりの時間を投入している。また、援助された機材を活かすための入れ物を作らなけ

ればならないという苦労があった。

しかし、これらの負担以上にプロジェクトの成果は、各郡で高く評価されている。実際、

4 郡のいずれでも過去 1 年間、妊産婦死亡は 0 であったという。ニエダ郡では 32 コミューン

のハムレットにも 3 か月教育ナースが配置され、異常の早期発見及び報告のシステムも整備

されてきた。また、集落の医療施設、器具が本プロジェクトにより改善され、これが乳幼児

死亡減少につながっていると報告された。ゲンチャウ郡では未熟児数が減少した。

プロジェクト以外の郡では、施設・機材・要員の不足が続いているので、プロジェクトに

参加できたことを喜んでいるが、プロジェクト参加の郡でもなお、末端の地域においては、

施設も貧弱で、医療保健要員のレベルが低いので、このプロジェクトの継続を希望する。

（6） ウイメンズユニオンから見た本プロジェクトの評価

各郡から 5、6 名の女性が選ばれ、ウイメンズユニオンに参加しているが、役員は、党の承

認を得ており、国から給与が出ている。本来、家族の健康、栄養、家庭運営などのための知

識の普及に努めているので、本プロジェクトにもいろいろなかかわりを持っている。

本プロジェクトにより、男性も女性の健康に感心を持つようになり、妊娠・出産が大変だ

という理解が進んだ。妊娠中の健診に夫も協力的である。また女性の知識を認めて、ユニオ

ンが主催する集会への男性の参加も増えた。

ユニオンの班組織は、部落内の妊婦の妊娠月数、検診日などをすべて把握しており、健診

の手伝いなどもする。子供は原則として二人まで、という政策があるので中絶を選ぶ妊婦も

あるが、中絶数は本プロジェクト開始後減少している。
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（7） 郡病院の院長、産婦人科部長の評価

8 箇所の病院からそれぞれ 15 名の医師が出席した。国の母子保健政策の担当者であるとい

う意識が強いことがうかがわれた。重点項目として母体の定期検診、栄養指導、婦人科疾患

を減らすことなどがあげられた。

本プロジェクトの評価としては、住民に対する教育・広報、助産婦教育、男性－舅、姑の

意識、各レベルの連携が改善した点があげられた。

4 － 2　提言と教訓

（1） プロジェクト運営管理

1）省レベル（ゲアン省人民委員会及びゲアン省MCH ／ FP センター）

現在プロジェクトの省レベルの運営管理はゲアン省のMCH ／ FP センターがほとんど担

当している。1998 年末にセンター指導者の人事交代があり、カリスマ的な指導力を持った

所長が転出し、合議性によるチームアプローチを推進する所長（全副所長）が就任した。所

長交代にあたってゲアン省人民委員会はプロジェクト実施主体のセンター強化のため、副所

長枠を増やし、2 名とした。プロジェクトの運営管理の観点から見て、現所長に対するカウ

ンターパート研修の効果は高く、今後二人の副所長の日本におけるカウンターパート研修を

速やかに実施することが望まれる。

重要なこととして、プロジェクトの「論理性と目的志向性」をセンターの指導者たちが、明

確に理解、意識し、センターの政策、運営管理に適用し、実施可能にするための協力及び技

術移転を日本側として図ることである。評価時、ゲアン側はプロジェクトの成果の一つとし

て、系統的な手法と論理的思考がプロジェクトによって導入され、人々の古い考え方を変化

させたと述べている。この認識と変化はプロジェクトとして大きな成果ではあるが、まだ一

部の限られた部分で起きていることであり、まだ十分とはいえない。プロジェクト実施を通

じての、成果の拡大と定着が望まれる。

2000 年 1 月ゲアン省人民委員会のハン副委員長（RH プロジェクトのプロジェクトマネー

ジャー）が定年退職し、新副委員長が就任した。プロジェクトの最高責任者の交代がプロジェ

クトにマイナスの影響を及ぼさないようゲアン側が十分なブリーフィングを実施することを

期待したい。

2）郡レベル

郡の運営管理能力は評価コンサルタントの指摘にもあるように、プロジェクト開始以前の

状況があまりにも低すぎたために、プロジェクト後半に集中的に実施してきた研修、TOT、

OJT などの成果だけでは不十分である。戦略的なトレーニングを実施する必要がある。一方、

知識や技術のみで測れない部分、例えばプロジェクトに対するコミットメント、オーナー
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シップといった観点から見た場合は、大いに成果があがったと感覚的にはいうことができる。

残念ながら PDM の指標がその質的成果を反映できなかった。

3）コミューンレベル

今後、運営管理面での状況分析とニーズ調査に基づき、更に研修が実施されることを期待

したい。現行プロジェクトが対象として研修を行ったのは各 CHC から 1 名であり、それも

安全なお産を主たる目的とした技術面の研修であった。プロジェクトの運営管理面からすれ

ば、CHC 長の対する運営管理能力向上のための研修や、その下のハムレットレベルのスタッ

フに対する研修などが今後必要になると思われる。

4）PDM の活用について

草の根のプロジェクトの運営管理に PDM を活用するためには一定の条件が必要とされる。

①　プロジェクト関係者が運営管理に PDM を積極的に使用する意思があること

②　プロジェクト関係者が PDM の活用法及び利点について認識できること

③　プロジェクトの開始が年度の始まりに近く、プロジェクト関係者の間で PDM を租

借する十分な時間があること

④　PDM にしたがってプロジェクト関係者の間で参加型手法により実施計画を作成出

来ること

⑤　PDM を定期的に見直し、変更するゆとりを持てること

国家間の取り決めによって実施されるプロジェクトの開始にあたって、これらの条件をす

べて満たすことはなかなか容易ではない。ヴィエトナムのように終戦の後の荒廃、貧困、そ

して共産党による一党独裁の上意下達の環境に置かれていた場合、カウンターパートのPDM

によるプロジェクトの運営管理の理解には時間がかかる。全く新しい概念を租借し、適用す

るための基礎となる知識や経験がほとんどないからである。草の根で参加型にすればするほ

ど困難さは増大する。その意味でPDM による運営管理を少しでも実践するには、1 プロジェ

クトサイクルを経て、2 度目のプロジェクトサイクルが必要だと経験的に感じている。

（2）助産婦教育

1）CHC 助産婦の再教育について

1999 年 3 月には、カリキュラムの実施状況を視察し、多くの改善点を指摘したが、8 月に

は実習に関する部分を除いてその大部分が改善・実行されており、その努力は高く評価した

い。改善しきれなかった部分及び 8 月時に追加した指摘については、現在、その改善に精力

的に取り組んでいる。運営委員長であるDr. ムイ氏は教育に関心が強く、来日された際も私

の勤務する短期大学を非常に熱心に見学されていた。そうした熱意がカリキュラムの改善を
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促進していると思われる。スタンダードはできてきているので、今後は独自の力で継続され

ることが望まれる。

2）CHC 助産婦のフォローアップについて

3 月、8 月ともにCHC のモニタリングに同行し、再教育後の助産婦のフォローアップを視

察した。渡辺専門家のキャラクターと厳しい中にも暖かみのある指導によって効果をあげて

いるものの、助産についての基礎的学習の弱い助産婦の場合は、再教育終了後も反復して学

習する機会を設ける必要があると思われた。

3）TOT ワークショップについて

3 月は「教育計画策定」、8 月は「教授法」についてワークショップを行った。いずれもグ

ループワークの形式を取り入れたので、あらかじめヴィエトナム語訳の資料を配布する。逐

次通訳のための準備など配慮はしたが、言葉の点でコミュニケーションがとれるかどうか懸

念された。しかし、さすがに指導者層の人々だけあって、理解が早く主体的に行動し、大変

な盛り上がりを見せ、楽しい授業となった。3 月に行った「教育計画策定」に基づき、8 月に

は各地区からそれぞれのテーマによる教育計画案が提出されたが、良く整理されており、学

習の成果が見られた。8 月の「教授法」では、それらを活用してグループワークを行った。

ある地区では既に教育計画に基づいて活動を展開しているとのことである。学習したことを

すぐに実践する実行力には敬服させられる。今後は活動の評価・修正についての学習を積み

重ねることによって更なる発展が期待される。

（3） NGO 連携

1）第 1 期の「NGO 連携強化費」の効果的な活用を評価し、第 2 期の「NGO 連携強化費」の内

容について、JICA ジョイセフの両者で改めて協議し、更なる充実を図ることが求められる。

2）次期プロジェクトが、ゲアン省から他の地域、ひいては全国のリプロダクティブ・ヘルス

事業の向上に資するためにも、本プロジェクトのドキュメンテーションを更に充実させると

ともに、広報活動の強化を図ることが求められる。

4 － 3　今後の協力のあり方

今後、本プロジェクトに続く協力を実施するのであれば、本プロジェクトが主として時間的な

制約から完全には成し遂げられなかった活動項目をカバーしつつ、これまで以上にプロジェクト

実施中及び終了後の対象地域外への波及効果を意識した内容とし、最終的な成果として一つのモ

デルを作り得るよう協力期間は、5 年間とすべきであろう。

また、次期プロジェクトにおいても本件協力と同様ジョイセフとの連携による国内支援体制の

確立、強化を行っていくことが、継続性及び効率性の観点から望ましいと考えられる。
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